
施策目標（テーマ）

【担当課（関係課）】
科学技術・学術政策局政策課
（同科学技術・学術戦略官付
（制度改革・調査担当）、同企
画評価課、同科学技術・学術
戦略官付、研究振興局振興
企画課競争的資金調整室、
同基礎研究振興課、官房政
策課、科学技術・学術政策研
究所）

達成手段

達成手段
（事業・税制措置・諸会

議等）

２３年度
補正後
予算額
（千円）

２４年度
補正後
予算額
（千円）

２５年度
当初予
算額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
指標

担当課

研究開発管理システム
運営

691,444 748,484 360,928 ０１９８ １－①

大臣官房
政策課
情報化推
進室

研究及び開発の向上に
関する評価環境の戦略
的構築

34,711 31,542 27,296 ０１９９
２－①～
②

企画評価
課評価・
研究開発
法人支援
室

政策の企画立案等に必
要な国内外の動向調
査・分析等

50,386 45,568 56,779 ０２００ ２
科・企画
評価課

【施策の概要】
　科学技術システムの
改革や研究開発の効果
的・効率的推進に向け
た取組を率先して進め、
優れた研究成果の創出
や活用を促進する。

【活動指標（アウトプット）】
②　体制整備状況の調査実施機関数
（２３年度実績：６１機関/目標：毎年度５０機関以上）

【活動指標（アウトプット）】
②評価システムの改革を進めるための活動状況
（目標：毎年度　評価システムの改革に資する調査研究を行うとともに、研究開発機関と
の意見交換や研究開発評価研修の実施等により、研究開発評価に係る課題の検討や、
研究開発機関の現場において参考なるような事例の普及を行う。）
③　科学技術政策研究所及び科学技術・学術政策研究所の報告書の発行数（冊）
（２４年度実績：４２冊/目標：毎年度３０冊以上）
④　科学技術政策研究所及び科学技術・学術政策研究所における講演会等の開催数
（回）
（２４年度実績：４１回/目標：毎年度４０回以上）
⑤ 科学技術政策研究所及び科学技術・学術政策研究所レビューセミナーにおいて、参加
者が「大変満足」あるいは、「満足」と回答した割合（％）
（２４年度実績：９０％/目標：毎年度　７０％以上）

政策目標7　科学技術・学術政策の総合的な推進

達成目標 主な成果指標（アウトカム）／活動指標（アウトプット）

１　研究費の過度の集中等の排除や不
正使用等への厳格な対処を進め、研究
費の有効活用を図る。

３　科学技術シス
テム改革の先導

【成果指標（アウトカム）】
① 　府省共通研究開発管理システム（e-Rad）に登録している研究者数
（２３年度実績：５５４,３１１人/目標：２５年度・５９５,０００人）

施策目標に関する中長期的な達成目標と指標（平成２５年度に実施する施策）

我が国の科学技術・学術に関する政策の企画立案、評価等に必要な調査・分析等のため、①
海外の関連する政策動向等の情報の入手、分析等②科学技術イノベーション政策に係る所掌
事務のうち、分野横断的かつ重要性・有用性の高い課題の調査、及び③OECD科学技術政策
委員会の科学技術指標専門家作業部会(NESTI)による科学技術指標の国際基準の制定等の
活動に対する任意拠出金を通じた支援を実施。

研究開発の効果的・効率的な推進を図るため、競争的研究資金等にかかる応募・採択など研
究開発管理に係る書類・手続をすべてオンライン化することにより、研究者に対する研究資金
の交付の早期化を目指すとともに、府省横断的に情報を共有することによって研究者への研究
開発経費の不合理な重複や過度の集中を排除することにより、研究費の効果的な配分の実現
を支援する。

【成果指標（アウトカム）】
①　民間研究開発投資の対GDP比率
（平成２３年度２．６％／目標平成２８年度３％）

【活動指標（アウトプット）】
 -

２　現状の課題や将来の行政ニーズ等
を的確に捉えるための調査・研究を行う
とともに、評価システムの改革を進める
ことにより、科学技術システムの改革や
研究開発の効果的・効率的推進に資す
る。

３　高いレベルの研究者を中核とした研
究拠点の形成を目指す構想に集中的
な支援を行い、システム改革の導入等
を促すことにより、世界第一線の研究
者が集まってくるような、優れた研究環
境と高い研究水準を誇る「目に見える
拠点」の構築を目指す。

４　研究開発活動促進に資する税制措
置により民間の自主性と活力を活用
し、我が国の科学技術の総合的な振興
を図る。試験研究費の一定額を法人税
又は所得税から税額控除する租税特
別措置により、企業の研究開発への投
資意欲が下支えされ、当面の研究開発
投資が促進されること。

【成果指標（アウトカム）】
①  研究開発評価事例研究会において、参加者が「新たな知見を得た」と回答した割合
(％)
（２４年度実績：９２％/目標：毎年度　８０％以上）

研究及び開発の特性に応じた評価方法、評価環境の構築のための調査・分析を実施するとと
もに、国、研究開発機関及び大学等における研究開発評価の実施状況の把握や課題抽出の
ための研究開発評価に関する研修等を実施するとともに、及び国内外における研究開発評価
事例等の情報を共有するための研究開発評価事例研究会を実施する。

達成手段の概要

【活動指標（アウトプット）】
②　拠点当たりの参画総人員（人）
（２３年度実績)２２９（H１９及びH２２採択拠点）又は-（H２４採択拠点）/目標（毎年度）：約
２００以上（H１９及びH２２採択拠点）又は約７０～１００人以上（H２４採択拠点））
③　各拠点の外国人研究者割合（％）
（２３年度実績： ４０（H１９及びH２２採択拠点）又は-（H２４採択拠点）/目標（毎年度）：約３
０以上）
④　拠点当たりの主任研究者（人）
（２３年度実績：２６（H１９及びH２２採択拠点）又は-（H２４採択拠点）/目標（毎年度）：約２
０以上（H１９及びH２２採択拠点）又は約１０以上（H２４採択拠点））

【成果指標（アウトカム）】
①　拠点数（拠点）
（２３年度実績：６/２０２５年までの目標：約１６）



科学技術イノベーション
政策における政策のた
めの科学の推進

514,637 622,325 659,751 ０２０２ ２
科・企画
評価課

科学技術戦略推進に必
要な経費

8,000,0
00

6,943,2
91

450,000 ０２２１ ２

科学技
術・学術
政策局科
学技術・
学術戦略
官付（制
度改革・
調査担
当）

イノベーション創出のメ
カニズムに係る基盤的
研究

32,906 29,914 29,250 ０２３４
２－③～
⑤

科学技
術・学術
政策研究
所

科学技術システムの現
状と課題に係る基盤的
調査研究

79,021 66,048 106,569 ０２３５
２－③～
⑤

科学技
術・学術
政策研究
所

科学技術イノベーション
政策の科学の推進に資
する基盤的調査研究

87,550 134,522 77,403 ０２３６
２－③～
⑤

科学技
術・学術
政策研究
所

社会的課題対応型科学
技術に係る調査研究

85,653 67,145 64,289 ０２３７
２－③～
⑤

科学技
術・学術
政策研究
所

世界トップレベル研究拠
点プログラム

8,124,9
57

108,924
,957

9,768,7
33

０２０８ ３
研究振興
局基礎研
究振興課

競争的資金調整経費 9,186 9,186 8,370 ０２０９ １－②

研究振興
局振興企
画課　競
争的資金
調整室

社会システム改革と研
究開発の一体的推進事
業

－ －
4,769,1

01

２５年度
新規事業
００１９

２

科学技
術・学術
政策局科
学技術・
学術戦略
官付（制
度改革・
調査担
当）

研究開発税制 - - - - ４－①
科・企画
評価課

総合科学技術会議が科学技術政策の司令塔機能を発揮し、各府省を牽引して自ら策定した科
学技術イノベーション政策を戦略的に推進するため、各府省の施策を俯瞰し、それを踏まえて
立案する政策を実施するために必要な施策を実施。

経済・社会等の状況を多面的な視点から把握・分析した上で、課題解決等に向けた有効な政
策を立案する「客観的根拠に基づく政策形成」の実現に向け、科学技術イノベーション政策にお
ける「政策のための科学」のための体制・基盤の整備、研究の推進、人材の育成及び政策オプ
ション立案の実践を行う。

科学技術・学術政策研究所の研究者が科学技術政策に関する調査研究等を実施し、行政当
局の関係部署等に報告書を提供するなど、成果の普及を図る。具体的な調査研究は以下のと
おり。
　１）ナショナルイノベーションシステムとその要素に係る理論的研究
　２）産学官連携と地域イノベーションに関する調査研究
　３）民間企業の研究活動に関する調査研究

試験研究費の一定額を法人税又は所得税から税額控除する租税特別措置により、民間の研
究開発投資を促進する。

科学技術イノベーションを推進するため、地域や利用者のニーズを踏まえた研究開発とその成
果の実利用、普及段階で隘路となる社会システムの転換とを一体的に推進する。

大学等を対象として、世界トップレベル研究拠点形成を目指す構想に集中的な支援を行い、シ
ステム改革の導入等の取組を促すことにより、優れた研究環境と高い研究水準を誇る目に見
える拠点の構築を目指す。

大学等の研究機関で管理されている競争的資金等研究費の不正使用を防止するため、研究
機関における管理・監査体制の整備状況を確認し、不備があれば改善に向けた指導・助言を
行う。

科学技術・学術政策研究所の研究者が科学技術政策に関する調査研究等を実施し、行政当
局の関係部署等に報告書を提供するなど、成果の普及を図る。具体的な調査研究等は以下の
とおり。
　１）科学技術人材に関する調査研究
　２）科学技術と社会の関係に関する調査研究
　３）科学技術・学術政策基礎調査
　４）科学技術指標
　５）国際連携・協力のための会合開催

科学技術・学術政策研究所の研究者が科学技術政策に関する調査研究等を実施し、行政当
局の関係部署等に報告書を提供するなど、成果の普及を図る。具体的な調査研究は以下のと
おり。
　１）研究開発投資の経済的社会的波及効果に関する総合的調査研究
　２）我が国のイノベーションの状況に係る調査研究

科学技術・学術政策研究所の研究者が科学技術政策に関する調査研究等を実施し、行政当
局の関係部署等に報告書を提供するなど、成果の普及を図る。具体的な調査研究等は以下の
とおり。
　１）社会的課題に対応した先端領域等の動向に関する調査研究
　２）科学技術動向の調査手法に関する研究
　３）科学技術専門家ネットワークの運用・高度化


